
●
正
式
登
録
さ
れ
た
Ｄ
Ｍ
Ｏ
（
観
光
地
域
づ

　

く
り
法
人
）
の
取
組
み

●
開
館
10
周
年
を
迎
え
た
平
戸
オ
ラ
ン
ダ
商

　

館
の
取
組
み

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

　

　
　

人
の
生
存
環
境
を
次
世
代
へ
引
き
継

ぐ
こ
と
は
究
極
の
課
題
で
あ
る
。
世
界
規

模
の
問
題
だ
が
、
国
だ
け
で
は
な
く
、
県
も
、

地
方
の
小
さ
な
町
も
、
そ
し
て
何
よ
り
、

我
々
市
民
個
人
が
考
え
る
べ
き
、
参
画
す

べ
き
課
題
で
あ
る
こ
と
を
、
改
め
て
問
い

直
す
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
が
。

市
長　

本
市
は
、
２
０
１
４
年
に
全
国
に

先
駆
け
て
「
Ｃ
Ｏ
２
排
出
ゼ
ロ
都
市
宣
言
」

を
行
っ
た
。
こ
の
美
し
い
自
然
環
境
を
未

来
に
繋
げ
て
い
く
た
め
、
環
境
保
護
を
政

府
や
企
業
の
課
題
だ
け
に
せ
ず
、
市
民
一

人
一
人
の
問
題
と
し
て
意
識
を
高
め
て
い

く
こ
と
が
大
切
で
、
持
続
可
能
な
暮
し
づ

く
り
へ
、
い
か
に
築
き
上
げ
て
い
く
か
が
、

問
わ
れ
て
い
る
と
思
う
。

　
　

再
エ
ネ
発
電
に
つ
い
て
、
当
初
「
平

戸
市
で
消
費
す
る
電
力
は
全
て
、
平
戸
市

で
発
電
す
る
電
力
で
賄
え
る
量
に
な
る
」

と
し
た
が
、
事
情
変
更
で
困
難
と
な
っ
て

い
た
。
現
状
で
可
能
性
は
あ
る
の
か
。

市
民
生
活
部
長　

推
計
値
だ
が
、
市
内
の

電
力
需
要
量
の
約
60
％
相
当
が
再
エ
ネ
で

賄
え
る
も
の
と
思
う
。
尚
、
現
段
階
で
計

画
中
の
施
設
稼
働
が
あ
っ
た
場
合
等
に
は
、

市
内
電
力
需
要
相
当
量
を
賄
う
ポ
テ
ン
シ

ャ
ル
が
あ
る
と
推
測
さ
れ
る
。

　
　

私
は
、
市
の
財
政
が
許
せ
ば
、
と
云

う
条
件
付
で
、
期
間
を
要
し
、
数
年
後
に

し
か
芽
が
出
な
い
事
業
で
あ
っ
て
も
、
実

現
が
見
込
ま
れ
る
夢
の
あ
る
事
業
に
投
資

す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
る
。
我
々
議
員

も
こ
れ
ま
で
、
夢
の
あ
る
事
業
が
な
い
か

企
業
誘
致
、
再
エ
ネ
事
業
等
々
に
つ
い
て

視
察
研
修
を
行
い
、
報
告
や
提
案
を
し
て

き
た
。
今
般
、
理
事
者
の
懸
命
な
努
力
で

有
望
な
企
業
の
誘
致
が
実
現
し
た
。
市
長

の
所
見
を
尋
ね
る
。

市
長　

企
業
誘
致
に
つ
い
て
は
、
将
来
を

担
う
子
供
達
に
と
っ
て
、
自
然
豊
か
な
故

郷
で
夢
の
あ
る
生
活
が
実
現
で
き
る
仕
事

や
働
く
場
所
が
あ
る
と
思
っ
て
貰
え
る
よ

う
産
業
振
興
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
た
い
。
陸

上
養
殖
は
、
市
内
漁
協
と
協
力
し
て
、
本

市
の
水
産
経
営
基
盤
の
一
翼
を
担
い
、
夢

あ
る
水
産
業
創
造
に
貢
献
で
き
る
も
の
と

考
え
る
。

　
　

人
口
の
社
会
減
の
要
因
で
あ
る
若
者

流
出
対
策
に
つ
い
て
、
地
元
就
業
定
着
事

業
の
手
応
え
は
ど
う
か
。

市
長　

合
同
企
業
説
明
会
等
を
開
催
す
る

等
の
事
業
を
行
い
、
地
元
企
業
理
解
や
就

職
に
つ
な
が
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い
る
。

QQ QQ
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辻　

賢
治
（
政
和
会
）

   　
観
光
に
活
気
が
無
け
れ
ば
、
平
戸
経

済
は
停
滞
す
る
。Ｄ
Ｍ
Ｏ
推
進
は
大
事
な
事

業
、
正
式
登
録
さ
れ
た
Ｄ
Ｍ
Ｏ
の
取
組
み

を
尋
ね
る
。

市
長　

登
録
の
一
番
の
利
点
は
、
国
の
補

助
事
業
を
優
先
的
か
つ
効
果
的
に
利
用
で

き
る
こ
と
。観
光
庁
の
事
業
採
択
に
お
い
て
、

２
億
１
０
０
０
万
円
の
事
業
に
対
し
、
約

１
億
１
０
０
０
万
円
の
予
算
を
確
保
し
た
。

登
録
の
成
果
と
考
え
る
。

　
　

交
通
事
業
者
と
の
実
証
実
験
を
尋
ね

る
。

文
化
観
光
商
工
部
長　

交
通
事
業
者
と
の

実
証
実
験
は
、
ナ
イ
ト
バ
ス
ツ
ア
ー
で
酒

蔵
巡
り
や
飲
食
店
と
連
携
し
た
事
業
だ
が
、

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
実
証
で
き
て
い
な
い
。

　
　

こ
の
事
業
は
、
繰
越
が
で
き
な
い
の

で
は
。

文
化
観
光
商
工
部
長　

再
度
国
へ
の
採
択

申
請
を
行
う
。
採
択
さ
れ
な
け
れ
ば
、
市

の
コ
ロ
ナ
対
応
型
創
出
イ
ベ
ン
ト
事
業
で

実
施
し
た
い
。

　
　

Ｄ
Ｍ
Ｏ
の
推
進
は
、
平
戸
を
活
気
あ

ふ
れ
る
観
光
地
へ
と
導
き
、
地
元
経
済
の

良
好
な
循
環
で
事
業
者
、
市
民
が
恩
恵
を

受
け
る
。
市
民
へ
の
周
知
、
理
解
を
さ
ら

に
深
め
て
欲
し
い
。

文
化
観
光
商
工
部
長　

認
知
度
が
高
ま
っ

て
い
な
い
と
実
感
し
て
い
る
。
引
き
続
き
、

理
解
者
を
増
や
す
取
組
み
を
Ｄ
Ｍ
Ｏ
と
連

携
し
て
行
う
。

　
　

平
戸
オ
ラ
ン
ダ
商
館
開
館
10
周
年
記

念
講
演
に
参
加
し
た
。
文
書
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
三
浦
按
針
に
関
す
る
史
料
が
新
発
見

さ
れ
た
。観
光
施
設
と
し
て
だ
け
で
は
な
く
、

学
術
調
査
研
究
施
設
と
し
て
も
運
用
さ
れ

る
の
が
望
ま
し
い
と
思
う
。
商
館
と
連
携

し
た
市
の
取
組
み
を
尋
ね
る
。

文
化
観
光
商
工
部
長　

指
定
管
理
者
に
は

調
査
研
究
の
牽
引
役
と
し
て
、
専
門
性
を

発
揮
し
て
欲
し
い
。
来
館
者
増
は
、
他
の

有
料
施
設
と
情
報
を
共
有
し
、Ｄ
Ｍ
Ｏ
を
中

心
に
官
民
一
体
と
な
り
臨
ん
で
い
く
。

　
　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が
猛
威
を
振

る
う
中
、
市
民
の
安
心
、
安
全
を
担
保
す

る
上
で
も
市
役
所
入
口
に
自
動
検
温
器
の

設
置
が
必
要
だ
と
思
う
。
考
え
を
伺
う
。

総
務
部
長　

来
庁
す
る
市
民
及
び
職
員
の

不
安
解
消
と
安
全
担
保
の
観
点
か
ら
設
置

に
向
け
て
早
急
に
検
討
す
る
。

山
内　

政
夫
（
政
和
会
）

●
平
戸
市
の
地
球
温
暖
化
対
策
を
考
え
る

●
夢
の
あ
る
事
業
取
組
み
の
現
状
と
こ
れ
か
ら

●
若
者
の
地
元
就
業
定
着
事
業
と
手
応
え
は

QQQQ

QQQQQQQQ

QQQQ

各議員の　　　から一般質問の録画中継をご覧いただけます。QRQRQRQRQR

　日本と台湾との関係において、台湾は経済活動や観光など様々な分野でつながりのある極めて重
要なパートナーであり、甚大な災害が発生した際には、相互支援を行うなど強い絆を有する関係で
ある。
　今般の新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、人類全体に対する脅威であり、国際化の進展
に伴う人々の往来が加速する現代において、そのまん延を防止していくためには、世界的な公衆衛
生対策の強化と国際協調が不可欠である。このような中、台湾は、これまでの重症急性呼吸器症候
群（ＳＡＲＳ）の経験を生かし、優れた防疫システムを独自に構築しており、今回の新型コロナウ
イルス感染症においても迅速な感染拡大防止策を講じ、封じ込めに一定の成果を収めている。しか
しながら、世界保健機関（ＷＨＯ）への正式な参加が認められておらず、台湾での感染例や予防措
置の詳細な情報が国際的に共有されていない実態にある。
　また、ＣＰＴＰＰ（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）についても、ア
ジア地域経済を見たときに、台湾の存在は大きく、台湾がＣＰＴＰＰに加入することで、環太平洋
地域の経済貿易に活力を注ぎ、域内経済に良い刺激を与えることにつながる。
　平戸市においては、本市生誕の東アジアの英雄・鄭成功の歴史的なゆかりの関係から本市と台南
市の間で市民交流促進協定を締結するなど行政と民間が連携し諸分野において交流活動を続けてき
たところであり、台湾の正式参加が実現することで、本市にとってもさらなる交流発展に繋がるこ
とが期待される。
　よって、台湾参加を支持している他自治体の市議会と連携し、台湾の「ＷＨＯ等国連専門機関参
加の実現」及び「ＣＰＴＰＰ参加」において積極的に支援、働きかけを強化するよう強く要望する。
以上のことを踏まえ、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

　令和４年３月 24日　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  長　崎　県　平　戸　市　議　会
　　
（提出先）　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、外務大臣、厚生労働大臣、内閣官房長官

台湾のＷＨＯ等国連専門機関参加及びＣＰＴＰＰ参加を求める意見書（要約）

　令和４年（2022年）２月24日、ロシアはウクライナへの軍事侵攻を開始し、子どもを含めた多
くの一般市民が犠牲になっている。侵攻に際しては、核兵器の使用を示唆するばかりか、原子力発
電所への砲撃も行っている。
　このような行為は、国際社会の平和と安全を著しく脅かし、明らかに国連憲章に違反するもので
あり、断じて容認できない。
　平戸市議会は、核兵器の速やかな廃絶と恒久平和を願うすべての人々と相い携え、この美しい豊
かな地球を子孫に引き継ぎ、明るく平和で安全な社会を築くことは私たちの責務であるとして平戸
市が宣言した「非核・平和都市　平戸」の理念に基づき、ウクライナへの軍事侵攻を進めるロシア
に対し、断固抗議する。
　また、政府においては、関係各国及び国際社会との緊密な連携のもと厳格かつ迅速な対応を講じ
られるよう強く要請する。　以上、決議する。
　令和４年３月８日　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　長　崎　県　平　戸　市　議　会　

ロシアによるウクライナへの侵攻に断固抗議する決議を
全会一致で可決

とかいせん
平戸市議会だより　2022. 5. 1発行

とかいせん
平戸市議会だより　2022. 5. 1発行
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可決意 見 書


